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令和８年２月   

環境政策 局   

 

    「次期「京都市環境基本計画」策定及び個別計画の中間見直し並びに京都市地球

温暖化対策条例改正」のパブリックコメントにおける京都市地球温暖化対策条例改

正案に関する意見について 

 

１ パブリックコメントの概要 

 ⑴ 募集期間 

   令和８年１月５日（月）から同年２月４日（水）まで 

 ⑵ 周知方法 

  ・ 市民意見募集パンフレットの配布（本市関連部署窓口、市役所案内所、各区役所・

支所、情報公開コーナーその他本市関連施設、関係団体等） 

  ・ ホームページ、ＳＮＳでの発信（京都市情報館、LINE、X、Facebook、Instagram） など 

 

２ 意見募集結果（条例改正案に関するもの） 

 ⑴ 応募者数及び御意見数 

   応募者数：５８名  御意見数：７１件 

  ＜参考＞パブリックコメント全体の応募者数：２５４名 

 ⑵ 御意見をいただいた方の属性 

  ア 居住地 

区 分 応募者数（名） 割 合（％） 

① 京都市内在住 ４９ ８４ 

② 京都市外在住 

（市内に通勤・通学） 
４ ７ 

③ 京都市外在住 

（②以外） 
５ ９ 

合 計 ５８ １００ 

 

 イ 年齢 

区 分 応募者数（名） 割 合（％） 

① ２０歳未満 ３ ５ 

② ２０歳代 １３ ２２ 

③ ３０歳代 １２ ２１ 

④ ４０歳代 １６ ２８ 

⑤ ５０歳代 ９ １６ 

⑥ ６０歳代 ２ ３ 

⑦ ７０歳以上 ３ ５ 

合 計 ５８ １００ 
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 ⑶ 主な御意見の内容（要旨） 

  ア 削減目標（案）に対する御意見 

   (ｱ) パブリックコメント案に賛同するもの（２２件） 

    ・ 削減目標について、46％以上、さらに高みを目指すとされたことを非常に評

価する。 

    ・ 削減目標について、2030年度 46％、2035年度 60％、2040年度 73％をしっか

り設定することに賛成する。 

    ・ 条例改正及び計画の中間見直しの内容に賛同する。46％の着実な達成に向け、

地に足つけた内容であると理解した。 

    ・ 温暖化対策は未来の子供たちへの責任。2050年ゼロに向けた目標や取組に大

いに賛成する。 

    ・ 2050年に向けて CO2を着実に削減していくプランを立てて進めていくことが

重要であり、削減目標は妥当。 

    ・ 今回新たな目標値を掲げたことは大変すばらしいと思う。自治体の中でも早

期に、2035 年度や 2040 年度の削減目標値を打ち出そうとしており、他の自治

体の動きを促すきっかけになるだろう。様々な団体において、積極的な削減目

標、再エネ率等を提示していることもあるが、基礎自治体として、その実現の

道筋を考えるに当たっては、それに協力する市民や事業者の方々の存在を忘れ

てはいけない。ただし、今後も社会の変革の流れを敏感に捉え、将来の削減目

標値については、適宜見直し（できれば上方修正）することも大切だと思う。 

    ・ 温暖化ガスを直線的に減らしていく目標に賛成だが、そのとおり減っていく

かは日本全体で対策が進んでいくことが前提となる。 

    ・ 目標の達成は大変だと思うが、これぐらい高い目標を立てて世の中全体で対

策していかないといけないと思う。 

    ・ 2030年度 46％以上削減という目標は現在の状況を鑑みると、容易でない目標

だとは思うが、将来世代に豊かな地球を繋いでいくうえで必達目標と考える。 

    ・ 温暖化は人為的ではないという主張もあるが、全てが分かってはいないなり

に、今やるべきことをやってほしい。今回の削減目標について、真っ直ぐ減ら

すシナリオにしているのは、大半の人に納得してもらえる数字だと思う。 

    ・ 温室効果ガス削減目標をより高く設定したり、これまでの成果や時代に合っ

たリサイズを行っているところがよいと思う。 

    ・ 2030年目標が近づく中で、それ以降の中長期的な目標を示したのが評価でき

る。                              など 

   (ｲ) パブリックコメント案より高い目標を求めるもの（１７件） 

    ・ 国や東京都等のように、カーボンハーフ（50％減）を宣言すべきではないか。 

    ・ 削減目標が不十分。2035年 85％にすべき。 

    ・ 2035 年温室効果ガス削減目標を 2013 年度比で 81％以上に引き上げてほしい。 

     国際研究機関「クライメート・アクション・トラッカー」によると、1.5℃目標

達成のために日本の必要な削減幅は 81％である。 

    ・ 京都市は京都議定書の都市でありながら、他自治体が国を上回る目標を立て

ている中、国と同水準の目標値であることを残念に思う。削減目標の引上げと
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その達成のための具体策を強く求める。 

    ・ カーボンバジェットの考え方から 1.5℃未満を目指すために、2035年 80％減

を目指してほしい。 

    ・ 国の基準をなぞるのではなく、環境先進都市として 2035 年度目標を 80％削

減以上とするなど、1.5℃目標に合致する野心的な目標へ上方修正をお願いする。 

    ・ IPCCの第 6次評価報告書では、「2035年までに世界全体で 60％削減（2019年

比）」が必要としており、京都市が改定案で示す「60％削減」は排出量が多い 2013

年度が基準となっており不十分。また、政令指定都市として他の自治体と比べ

財政が安定しており、関連部署の人員も多く、過去の関連データも豊富である

ため、より野心的な目標の設定が求められる。これは、気候正義の概念におい

て非常に重要な視点である。目標案は、「2050年カーボンニュートラル」と「現

在地」を直線で繋ぎ中間地点を示したに過ぎず、バックキャスティングの考え

方とも矛盾する。「2035年 80％以上削減（2013年度比）」を掲げ、1.5℃目標に

整合する実効性ある施策を計画として改めて示し直すことを求める。 

    ・ 1.5℃目標と整合した削減目標に改定してほしい。せめて IPCC が提示してい

る 2035 年に 60％削減(2019 年比)に引き上げて欲しい。環境先進都市として各

自治体をリードしていく立場である京都市は、より野心的な目標を立てる必要

があると思う。                         など 

   (ｳ) パブリックコメント案より低い目標を求めるもの（１件） 

    ・ トランプ政権がパリ協定や国連気候変動枠組条約から脱退。企業等の脱炭素

への動きも鈍る可能性のある中、46％に拘らず、目標値を引き下げてもいいの

ではないか。 

   (ｴ) その他（１２件） 

    ・ 社会情勢が目まぐるしく変化する中、目標値を今変えたり新しく設定したり

しなくてよい。市として目指すのは理解するが、市民や企業に求めるのは、も

っと社会的にその考え方が浸透してからでよい。 

    ・ 地球温暖化の対策は必要なことだと思っており、基本的には案に賛成するが、

二酸化炭素排出量の多いアメリカがパリ協定を離脱するなど、世の中の情勢が変

化する中、なぜ京都がそこまで頑張らないといけないのか、今、あえて目標を上

げなくても良いのではないかとも思う。 

    ・ 温室効果ガス削減目標の数値について、市民団体が引き上げを求めても応じ

られていないが、何を根拠に数値を決めたのか。  

    ・ 京都府と京都市で削減目標も同等のものとなっているといいのではないか。 

    ・ 2050年までの直線経路としているが可能なのか。2050年に近づくほど削減が

難しくなっていくのではないか。                 など 

 

  イ 地球温暖化対策に対する総論的な御意見 

   (ｱ) 対策の推進を求めるもの（１６件） 

    ・ 見直しに大いに賛成する。何よりここに書かれていることを実現していくこ

とが一番大切。子供たちに大きな負担を残さないよう全員で力を合わせて頑張

っていく時だと思う。 
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    ・ 目標達成に向けては、計画に記載されている施策に留まらず、常に改善や取

組強化を図りながら、取り組んでほしい。応援している。 

    ・ 今までの生活や仕事の仕方をガラッと変えるぐらいの覚悟でやっていくこと

が必要で、今からできることはどんどん進めていくべきだと思う。 

    ・ 国内では人口減少と少子高齢化、経済成長の鈍化、世界的には気候変動に対

するコンセンサスが揺るぎ始めている中で、ブレずに目標を達成しなければな

らない。 

    ・ これからの未来を生きる、より温暖化の影響を強く受ける将来世代のために、

危機感を共有して行動してほしい。長期的な視野を持って日本の将来に希望をも

てるような取組をしてほしい。 

    ・ アメリカが気候条約から脱退することで今までより厳しい環境になる中で京

都が世界を引っ張る気概で進めて欲しい。 

    ・ 電力需要の増加や大規模太陽光発電の環境負荷などが問題となる中、削減目

標の達成には相当の取組が必要であり、国や他都市をリードする京都であるこ

とを期待する。                         など 

   (ｲ) 対策の是非を問うもの（３件） 

    ・ 科学的根拠に乏しい脱炭素原理主義的政策はもうやめてほしい。温室効果ガ

スを減らしたいのであれば、排出量の多い国に削減を迫るべきであり、それを

行うのは市の業務ではない。京都市はこれまで温室効果ガスの削減に十分貢献

しており、さらに乾いた雑巾を絞るように、これ以上市民を苦しめないでほし

い。貴重な財源をこのようなことにつぎ込まないでください。環境政策は大き

く見直しするべき。 

    ・ 排出量が多い国が頑張っていない中で、市民だけが頑張っても不公平。まず

は排出量の多い国へのアプローチが前提にあるべき。 

    ・ 二酸化炭素排出量の上位国は、温暖化対策をしていない中、日本だけが政策

を考え、税金を投入していることに疑問がある。まずは自国・自らの地域を守

っていくことが重要と考える。ある研究では、地球温暖化対策をしても、地球

の気温は誤差程度しか変わらないとのデータもあるようだ。太陽光発電への補

助も有効な対策なのか、EVも環境負荷がガソリン車より高いということもある

かと思うので、税金を投入することに意味があるのか、盲目的になっていない

か、検討し直してほしい。 

 

３ 御意見に対する考え方 

 ・ 削減目標の在り方については、対策の強化・拡充と併せて、京都市環境審議会にお

いて様々に御議論いただいたうえで、2030年度削減目標を「46％以上」に引き上げ、

2035年度削減目標「60％削減」及び 2040年度削減目標「73％削減」を新たに設定す

る等の案を取りまとめ、パブリックコメントを実施しました。 

 ・ その結果、削減目標案に対する「妥当」「低い」「高い」といった趣旨の御意見や、

地球温暖化対策そのものの是非に関する御意見など、多様な御意見を頂きました。 

・ 本市としましては、脱炭素と、市民生活の質の向上や持続的な経済発展とが同時に

達成される脱炭素社会の実現に向け、幅広い市民・事業者の皆様の御理解と御協力の
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下、また、国や京都府ともしっかりと連携を図りながら、京都議定書誕生の地として

の矜持を持って地球温暖化対策に取り組んでいく必要があると考えており、1.5℃目

標の達成に向けてできるだけ早期の削減を図ることを目指すとともに、2050 年ゼロ

に向けて中長期的視点を持って、直線的な経路で、弛まずに脱炭素の取組を進めてい

くため、原案により令和８年２月市会に条例の改正案を提案します。 

・ 脱炭素社会の実現に向けて、今後とも、様々な御意見にしっかりと耳を傾けながら、

対策に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 


